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令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ）  

（国土交通省物流・自動車局自動車整備課） 

項 目 名 車検の受検可能期間の拡大に伴う所要の措置 

税 目 自動車重量税 

要

望

の

内

容 

車検の受検可能期間（以下単に「受検期間」という。）の拡大に伴い、租税
特別措置法施行令等における「新車新規登録等から 13 年/18 年経過する自動車
（以下「経年車」という。）」の経過年数の規定についても、道路運送車両法
施行規則の改正に合わせ、付随的な改正を要望する。 
 
【関係条文】 
租税特別措置法第 90 条の 11 の２、第 90 条の 11 の３ 
租税特別措置法施行令第 51 条の３ 
租税特別措置法施行規則第 40 条の３ 

 

 平年度の減収見込額   ― 百万円 

(制度自体の減収額) (    ― 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (    ― 百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴  政策目的 

受検可能期間を拡大し、特に年度末（３月）に集中する車検需要の平準化を
図ることで、自動車整備工場の車検関連業務の負担軽減及びユーザーの利便性
向上を図る。 

 

 

⑵  施策の必要性 

現状、自動車の車検は、原則として車検証の有効期間の満了日の１か月前か
ら受検することを可能としている。他方、昨今の自動車整備士の不足に伴い、
一部の自動車整備工場において車検に対応できるキャパシティを超えた結果、
指定の期間内に車検を受検できない自動車の使用者が生じている。 

このため、自動車整備工場の働き方改革の推進及び自動車の使用者の利便性
向上を図ることを目的として、受検期間を「２か月前から」とするための関係
法令の改正を行った（令和６年６月 25 日公布・令和７年４月１日施行）。 

一方で、租税特別措置法の体系下においては、経年車の自動車重量税に係る
経過年数の考え方について、離島に使用の本拠の位置を有する自動車に関して
特例的な規定を設けているところ、今般の道路運送車両法施行規則の改正によ
り使用の本拠の位置に関わらず一律で車検証の有効期間の満了日の「２か月前
から」受検することができるようになることを踏まえ、 

・離島における経年車の特例的な規定を削除する 若しくは 

・本土における経年車の考え方を離島における経年車の考え方に合わせる 

のいずれかの付随的改正を行う必要がある。 
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今

回

の

要

望

□

租

税

特

別

措

置

□

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

― 
 
 
 
 

政 策 の 

達成目標 

― 
 
 
 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

― 
 
 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

― 
 
 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

― 
 
 
 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

― 
 
 
 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

― 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

― 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

― 
 
 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

― 
 
 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

― 
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

― 
 
 
 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

― 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

― 
 
 
 
 

前回要望時 

の達成目標 

― 
 
 
 
 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

― 
 
 
 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

― 

 


